
























































































































































































































































































































































































































































































































入館者数 開館日数 一日平均入館者数 入館者数 開館日数 一日平均入館者数
6.107 26 240 4.159 26 167
6.211 26 250 6.907 26 297
4.975 26 263 9.640 23 657
4.802 27 179 14．357 26 554
5.034 26 196 21．178 27 797
2.405 26 93 8．259 26 321
10.644 27 403 16．387 26 636
13，896 26 542 23．969 26 926
5.960 24 250 9.670 24 408
5.085 25 205 12．752 25 513
5.883 24 247 12．126 26 469
8.862 27 329
82．834 310 一日平均267 146,糊 281 一日平均523
〔6〕「平和の礎」が生んだ波及効果
「平和の礎」は当初、沖縄戦の全戦没者を刻銘の対象とすることにしていた。しかし、沖縄
戦の始まりと終わりを特定することが困難であることに直面した。さらに、戦争による犠牲者
というのは、それぞれの遺族にとっては、沖縄県内に限定できるものではない。家族のなかに
は、海上における米軍の攻撃による遭難死、県外疎開や県外・海外の出稼・移民地における戦
争犠牲、さらにアジア太平洋地域においても戦死しているものがいる。したがって、沖縄出身
者の場合は、1931（昭和6）年の「満州事変」までさかのぼり、15年戦争全体のなかでその戦
没者を刻銘することにした。結果的に、それは「平和の礎」が、日本によるアジア太平洋地域
の侵略を跡づけることにもなっている。
沖縄県がこの「平和の礎」に戦没者を刻銘するために、沖縄全域で全戦没者調査の実施にふ
みきったことは、本来日本政府の責任でなすべき沖縄戦の住民犠牲の実態を明らかにする大き
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な手がかりを得ることになった。これまで筆者ら率いる大学生と一部の市町村字がそれぞれの
単位で沖縄戦戦災実態の悉皆調査を実施してきたが、沖縄県が全戦没者を刻銘する計画を立て
たことにより、沖縄全域にわたって悉皆調査の必要性が迫られたのである。つまり、沖縄県は、
県全域にわたる戦争被災の悉皆調査を､48年前から63年前にまでさかのぼって実施するという、
歴史上空前の調査にとりかかったのである。当然、完壁な調査結果が得られるはずはないこと
から、県としては刻銘の直前、1995年1月16日（月）朝刊の琉球新報、沖縄タイムス両紙で48
ページにわたって、沖縄出身者の刻銘対象者全員を一挙に掲載するという画期的な方法によっ
て、県民の検証を得ることにした。それに対して一週間で、約6000件の問い合わせがあり、か
なり修正することが可能となった。その時の掲載紙そのものが、戦争資料展の展示物として活
用されている。
さて、沖縄全域にわたる悉皆調査を実施するにあたって、膨大な調査の割りには調査期間が
短かすぎたので、調査項目は必要最小限に限定せざるを得なくなっていた。しかし、地域史の
発刊計画を立てている各市町村字では、この県の調査が被災調査の重要性を地域住民に認識さ
せ、それを足がかりにして、より詳細な調査を進めることが可能となるという結果も生まれて
いる（北中城村、具志川市など)。
また、各市町村字（地区）単位で刻銘されている「平和の礎」の刻銘版は、各市町村の平和
事業のなかで、当該市町村の全刻銘者の拓本をとって展示(浦添市など）したり、また、「平和
の礎」を写真撮影して実物等倍に引き伸ばし、写真で復元した模造「平和の礎」を展示（具志
川市)するという利用方法も生まれている。平和公園の｢平和の礎」を訪れる機会を作れなかっ
た遺族が、写真で復元した模造「平和の礎」で身内の名前を見つけて、手を合わせる光景もみ
られた。
3．「平和の礎」の今後の課題
「平和の礎」が、「沖縄国際平和創造の杜」構想のなかで、世界平和実現の発信源としてその
機能と役割を十分に果たしていくには、絶対条件がある。それは、沖縄の軍事基地の存在を否
定し、それを撤去させる行動を世界に示すことである。沖縄の軍事基地が戦後50年の間、朝鮮
戦争、ベトナム戦争、湾岸戦争などで米軍の出撃・出動基地となり、沖縄の土地が多数の他国
民・他民族を殺裁するために利用されてきたということは明らかである。したがって、沖縄に
住む人たちが、この軍事基地を否定する行動を示さなければ、沖縄を世界平和の発信地にする
ということは空疎なものになってしまう。
1995年9月4日、沖縄で発生した米軍人の女児に対する凶悪事件を契機に、9月28日、沖縄
県大田昌秀知事が日本政府に米軍用地強制使用に対する「代理署名」を拒否する、と意思表示
した。それらが発火点になり、いま、沖縄では「軍事基地のない平和な島」を取り戻そうとい
う運動が、歴史上かつてみられなかった「超党派」による「島ぐるみ運動」として展開してい
る。それは、21世紀に向けた平和を創出する運動として県外の人びとにも共鳴、共感を呼び、
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全国だけでなく海外にまで支援の輪が広がりつつある。その運動を創りだしている根底には、
「人間らしい生活を安心して営みたい｣、「人間同士の殺し合いである戦争とその戦争につなが
る一切のものを断ち切りたい｣、「自然と人間との共生を考えながら自立した心ゆたかな暮らし
をめざしたい」といった精神が内在している。つまり、人権、平和、共生、自立をキーワード
にした運動なのである。
戦後50周年を記念して、沖縄では、県をはじめ各市町村自治体レベルや民間団体でもさまざ
まな平和事業の取り組みが行われてきた。それとともに、マスメディアが、戦後50年を総括す
る形で映像を始めとするいろいろな資料を提供することにより、個人レベルでも戦後50年の総
括が容易に可能となっていた。沖縄県内における各種平和事業の頂点に立っていたのが、「平和
の礎」建設に向けての全戦没者調査とその刻銘碑の除幕であった。それによって、敵・味方、
加害者・被害者の区別無く刻まれた24万人近い戦没者の氏名群を観た人たちやその遺族・関係
者に、ひとかたならぬ平和への思いが新たに形成されつつあった。しかしながら、軍用地の使
用に対しての契約を拒否する形で軍事基地撤去の運動を地道にすすめてきた人たちは存在して
いたが、「日米安保体制」のもとで沖縄の米軍基地は不動の存在として揺るぎそうもなかった。
それで戦後50年目を迎えた沖縄のひとたちの心の奥底は、これから先何十年間も軍事基地の重
圧に苦しめられていくのかと、憤憩やる方がない思いで充満していた。そのような折りに米軍
人の「いたいけな少女」にたいする凶悪な事件が発生し、一挙に怒りが爆発して軍事基地のな
い平和な島を取り戻そうと、超党派的に県民の思い･意志がひとつになったのである。まさに、
既述したような具体的行動が伴った「平和創出運動」の過程において、「平和の礎」がその機能
を十分に発揮していく方向性が生まれたといえる。そのような平和思想の発現が維持されてい
くのであれば、「平和の礎」が「沖縄国際平和創造の杜」のなかで世界平和を実現する礎のひと
つに据えられていくことになるであろう。
